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在宅医療・介護連携推進事業大阪市の取組み体制
～ 「PDCAサイクルに沿った取組項目」 ～

区役所
を中心に事業実施

相談支援室
を中心に事業実施
（地区医師会等に委託）

（イ）在宅医療・介護連携の課題の
抽出と対応策の検討

（キ）地域住民への普及啓発

（カ）医療・介護関係者の研修

（ウ）切れ目のない在宅医療と介護の
提供体制の構築推進

（エ）医療・介護関係者の情報共有の
支援

（オ）在宅医療・介護連携に関する
相談支援

（ア）地域の医療・介護の資源の把握

・在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携
・総合事業など他の地域支援事業との連携 等

連 携

健康局
を中心に検討

を繰り返しながら

計
画

実
行

評
価

改
善

在宅医療・介護連携推進事業～大阪市の取組み～
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Ⅰ. 区役所の取組み
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（ア）地域の医療・介護の資源の把握
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５ 在宅医療・介護の必要量（需要）や資源量（供給）の

将来推計

４ 地域の医療・介護関係者や住民への医療・介護資源の情

報共有

３ 医療・介護資源の情報について今年度に更新

２ 在宅医療・介護の必要量（需要）や資源量（供給）の

現状把握

１ 地域で把握可能な既存情報の整理

あてはまる あてはまらない 3



事業の進捗や課題について協議した回数 会議の開催方法

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

【開催した区数について】

令和3年度：17区
⇒令和4年度：21区

1回
7区

2回
8区

3回
3区

6回
2区

9回
1区

0回
3区

【参集型で開催した区数について】

令和3年度：6区
⇒令和4年度：21区

参集型
21区

未開催
3区
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10. 在宅医療・介護連携推進事業の進捗管理

9. 地域における在宅医療・介護連携の取組の評価

8. 地域における在宅医療・介護連携に関する目標の設定

7. 地域住民の普及啓発

6. 医療・介護の関係者やその連携担当者の顔の見える関係づくり

5. 医療・介護のネットワークづくり

4. 切れ目のない在宅医療・介護連携の提供体制の構築

3. 情報共有のルールの策定

2. 在宅医療・介護連携の取組の現状

1. 地域の医療・介護にかかわる資源の充足状況

あてはまる あてはまらない

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

推進会議（ワーキング含む）で検討した内容
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（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

PDCAサイクルでの事業の進め方 参考
令和3年度
検討済
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６．評価方法の策定・評価の実施

５．事業計画（対応策）の立案

４．目標の策定

３．課題の抽出

２．現状の把握・分析

１． めざす姿の設定

実施している 来年度実施予定 現時点では未着手

(区)

6



（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

【具体例】

1.
目指すべき姿
の設定

• 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自

分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、多職種協働によ

り在宅と介護を一体的に提供できる体制が構築されている

• 在宅医療・介護連携の推進に向けた、医療機関と介護関連事業者等

との「顔の見える関係」を構築できている状態および区民が住み慣れた地

域で希望する医療・介護サービスを選択できる状態

• 健康危機に強い地域包括ケアシステムを目指して、通えない患者を支え

るため、医療と介護が連携する
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（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

3．課題の抽出 5．対応策の立案

#1 医療・介護の専門職同士の
顔の見える関係づくりなど多
職種連携の強化

• 医療介護連携ネットワーク会議の定期開催による情報共有、

連携強化

• 多職種研修会の開催による関係者のスキルアップ、多職種間

の連携強化など

#2 区役所とコーディネーターとの
連携

• 区役所担当者とコーディネーターが定期的（2か月に1回程
度）に意見交換・打合せの会議を開催し、十分な意思疎通を
諮る

#3 「人生会議（ACP)」の普
及啓発など在宅医療に関す
る住民啓発

• ACPの認知度に関する市民向けアンケートの実施

• いい看取りの日に合わせACPに関する講演会の開催

• 区広報誌やリーフレットの配布による周知啓発

#4 介護家族への支援策 • 地域包括支援センターやケアマネジャーなどに相談することを啓
発する目的で啓発動画を作成
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（カ）医療・介護関係者の研修

研修会の実施回数

1～2回
8区

3～5回
5区

6～9回
2区

10回以上
2区

0回
7区

研修会の対象者

(区)

1

5

2

16

23

19

22

8
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４．特定の専門職だけに向けた研修（医師のみ、ケアマネジャーのみ等）

３．介護の専門職に向けた医療分野の研修

２．医療の専門職に向けた介護分野の研修

１．多職種が一堂に会しての研修

あてはまる あてはまらない 9



ACP

• 終末期に備えた意思決定支援ACP（人生会議、在宅医療と人生会議について）
• 「あなたがもしもの時は」カードゲームで考えてみよう
• 認知症の人とともにACPを考える
• 意思決定支援（ACP）普及推進サポーター養成講座

認知症
• 認知症の方の生活の中での意思決定支援
• 認知症がなかなか受容できない家族の支援について
• コロナ禍2年、地域医療における認知症への影響

医療
• 多職種で支える 脳卒中の方の暮らし
• 歯周病と全身疾患とのつながり、訪問歯科に繋ごう
• 入退院を繰り返す心不全患者の連携を考える

食生活
• 食べることは生きること研修会「歯科医師・歯科衛生士編」
• 食べることは生きること研修会「薬剤師編」

連携ツール • 情報が届かない人に必要な情報を届けるために自分たちは何ができるか

その他
• 災害時における多職種連携
• 在宅医療における感染対策とKISA2隊の活動から見えてきたこと

（カ）医療・介護関係者の研修

研修会のテーマ
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（キ）地域住民への普及啓発
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6 実施した普及啓発（情報提供）の内容や効果の評価

5 認知症に関する取組みの情報提供の実施

4 看取りやＡＣＰ等終末期ケアに関する取組みの情報提供の実施

3 普及啓発（情報提供）の実施

2 普及啓発の対象者および普及啓発に使用する方法を選定する

１ 地域へ向けて何を普及啓発するのか確認する

実施している 実施していない
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広報紙
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研修会・講演会
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Ⅱ．相談支援室の取組み
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3.在宅療養中の患者・利用者に対する、訪問診療・往診を提供

する医療機関と訪問看護ステーションとの連携体制の構築に向けた

取組み

2.在宅療養中の患者・利用者に対する、急変時診療医療機関を

確保する（後方病床の確保等）取組み

1.在宅療養中の患者・利用者に対する主治医を含む複数の医師

による対応体制などの取組み

実施している 実施に向けて準備・調整中 現時点では未着手

（ウ）切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進

(区)
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５．４．で導入した情報共有ツールの活用状況や効果についての

評価や改善

４．情報共有ツールの導入や利用促進

３．地域で充実又は作成するべき情報共有ツールの検討

２．現在使用されている情報共有ツールやその活用状況の確認

１．医療・介護関係者間で共有すべき情報や情報共有のニーズ、

共有方法についての検討

実施している 実施に向けて準備・調整中 現時点では未着手

（エ） 医療・介護関係者の情報共有の支援

(区)
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⑬ その他

⑫ 区民

⑪ 区役所・保健福祉センター

⑩ 他区在宅医療・介護連携相談支援コーディネーター

⑨ 認知症初期集中支援チーム

⑧ ⑥⑦以外の介護関係事業所

⑦ 地域包括支援センター・ブランチ

⑥ 介護支援専門員

⑤ 訪問看護

④ 病院（地域連携相談室）

③ 薬局・薬剤師

② 歯科

① 医科

R2年度

R3年度

R4年度

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援

個別ケース相談（相談者別内訳） 相談件数 1,834件

病院（地域医療連携室）、介護支援専門員、地域包括支援センターからの相談が多い 17

【相談件数】

平成30年度 2,554件

令和元年度 2,532件

令和２年度 2,168件

令和３年度 2,028件

【その他】
・障がい福祉サービス関係事業所
・見守り相談室
・他市の在宅医療・介護連携相談支援室
・KISA2隊 等



個別ケース相談（相談内容別内訳：複数回答）
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会議・研修会等への参加

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

会議出席回数 2,012 2,120 579 1,896 2,213

内
訳

市・区の会議、研修会 721 727 186 615 778

関係機関との会議、研修会 1,291 1,393 393 1,162 1,435

（再掲）地域ケア会議 196 144 42 130 143

【医療に関すること（内訳）】 【介護に関すること（内訳）】

153
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261

453

412

0 100 200 300 400 500

その他

医療の手続きに関すること

訪問看護に関すること

薬局・薬剤師に関すること

歯科に関すること

病院（入院・転院先等）に関すること

訪問診療できる医療機関に関すること

診療所・医師に関すること

61

77

82

22

91

0 25 50 75 100

その他

介護の手続きに関すること

介護事業所等に関すること

ケアマネに関すること

地域包括支援センターに関

すること
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Ⅲ．区役所・相談支援室
共通の取組み
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４つの場面ごとの「めざす姿」
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「４つの場面」を意識した取組み状況について

【区】

【相談支援室】
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４．看取り

３．入退院支援

２．急変時の対応

１．日常の療養支援

取り組んでいる 今後取り組み予定である 取り組むことを検討している 検討していない

(区)

(区)
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４．看取り

３．入退院支援

２．急変時の対応

１．日常の療養支援
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「４つの場面」を意識した取組み状況について

【具体的な取組み】

日常の療養支援 入退院支援

急変時の対応 看取り

• ACP初の啓発としてVR看取り体験研修会を開催、専

門職に看取られる立場を体感して頂き、今後の支援

を考えて頂く機会とした（福島区）

• 区民向け講演会で「コロナ禍と人生会議」を開催した

（淀川区）

• ACP推進サポーター養成講座の運営を支援した

（城東区）

• 緩和ケア病棟の病院と訪問診療医との「緩和医療連

絡会」の立ち上げに参加。2回開催し医師間の顔の見

える関係づくりで連携を深め、末期患者の身近なレス

パイト入院先としての周知ができた（福島区）

• 病診連携委員会を定期的に開催しており、区内診療

所と近隣病院関係者で情報及び意見交換を行ってい

る（浪速区）

• 若い末期癌患者の緊急一時退院の相談が社協から

あり、地域のケアマネジャーと福祉用具業者の協力で

介護ベットの搬入ができ1泊だけ自宅に戻ることができ

た（福島区）

• 救急搬送時の救急隊との連携について多職種と救急

隊との意見交換会を開催した（住吉区）

• エチケット集（れんけいのチカラ）を作成し、スムーズな

連携に繋げる（東成区・生野区）

• 認知症の人等の介護者（家族）支援ついて、専門

職と一緒に話し合い、啓発ビデオを作成した（旭区）

• 生活支援課とケアマネジャーとの連携についての意見

交換、在宅支援のための多職種連携強化のためのケ

アカフェ開催した（住吉区）
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